
○愛媛県立農業大学校規則 

昭和58年４月１日規則第23号 

改正 

昭和60年２月22日規則第３号 

平成元年３月31日規則第17号 

平成４年７月７日規則第42号 

平成５年４月１日規則第23号 

平成７年４月１日規則第23号 

平成９年６月10日規則第33号 

平成11年３月31日規則第16号 

平成13年３月31日規則第26号 

平成14年３月29日規則第15号 

平成17年３月25日規則第21号 

平成17年３月25日規則第22号 

平成18年３月14日規則第４号 

平成18年８月29日規則第53号 

平成19年12月21日規則第51号 

平成21年５月22日規則第39号 

平成22年３月２日規則第２号 

平成23年５月20日規則第29号 

平成30年９月28日規則第47号 

平成31年３月29日規則第18号 

令和元年６月28日規則第７号 

令和２年３月24日規則第９号 

令和３年３月30日規則第46号 

愛媛県立農業大学校規則を次のように定める。 

愛媛県立農業大学校規則 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 総合農学科（第３条―第23条） 



第３章 アグリビジネス科（第24条―第28条） 

第４章 研修課程（第29条―第34条） 

第５章 雑則（第35条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、愛媛県立農業大学校（以下「大学校」という。）の管理及び運営に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（科及び課程の設置） 

第２条 大学校に次の科及び課程を置く。 

(１) 総合農学科 

(２) アグリビジネス科 

(３) 研修課程 

全部改正〔平成17年規則22号〕 

第２章 総合農学科 

全部改正〔平成17年規則22号〕 

（総合農学科） 

第３条 総合農学科は、農業及び農村を担う農業後継者の養成を行うものとする。 

一部改正〔昭和60年規則３号・平成17年22号〕 

（コース、修業年限、学生定員及び在学期間） 

第４条 総合農学科のコース、修業年限及び学生定員は、次の表のとおりとする。 

コース 修業年限 
学生定員 

（１学年） 

農産園芸コース   

果樹コース ２年 55人 

畜産コース   

２ 学生は、４年を超えて在学することができない。 

一部改正〔昭和60年規則３号・平成９年33号・17年22号・18年４号・21年39号〕 

（学年及び学期） 



第５条 総合農学科の学年は、４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。 

２ 前項に規定する学年の学期は、次のとおりとする。 

(１) 前期 ４月１日から９月30日まで 

(２) 後期 10月１日から翌年３月31日まで 

一部改正〔平成17年規則22号〕 

（休業日） 

第６条 総合農学科の休業日は、次のとおりとする。 

(１) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

(２) 日曜日及び土曜日 

(３) 校長が定める学年始休業日、夏季休業日、冬季休業日及び学年末休業日 

２ 大学校は、特別の必要があるときは、前項の規定にかかわらず、臨時に休業し、又は休業日に

おいても授業を行うことができる。 

一部改正〔平成元年規則17号・４年42号・17年22号〕 

（教科及び単位数） 

第７条 総合農学科の教科及び単位数は、校長が定める。 

２ 各教科の単位の計算方法は、１単位の教科を32時間の学修を必要とする内容をもつて構成する

ことを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業の方法による教育効果、授業時間外に必要な学修

等を考慮して、次の基準によるものとする。 

(１) 講義及び演習については、16時間の授業をもつて１単位とする。 

(２) 実習については、32時間の授業をもつて１単位とする。 

一部改正〔昭和60年規則３号・平成７年23号・17年22号・18年４号・21年39号・22年２号・

31年18号〕 

（学業成績の評定） 

第８条 学業成績の評定は、試験、実習の評価及び出席状況により行う。 

（入学資格） 

第９条 総合農学科に入学できる者は、学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条第１項の規定に

該当する者とする。 

一部改正〔平成９年規則33号・14年15号・17年22号・19年51号〕 

（受験手続） 

第10条 総合農学科に入学しようとする者は、入学願書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて



校長に提出しなければならない。 

(１) 最終学校の調査書又は卒業証明書及び成績証明書 

(２) その他校長が必要と認める書類 

一部改正〔平成13年規則26号・17年22号・令和２年９号・３年46号〕 

（入学試験等） 

第11条 入学試験は、書類審査、学科試験及び面接試験とする。ただし、出身高等学校又は出身中

等教育学校の長の推薦がある者に対しては、学科試験の一部を免除することがある。 

２ 入学試験の期日、場所その他必要な事項は、公示する。 

３ 入学の許可は、校長が行う。 

一部改正〔平成21年規則39号〕 

（誓約書） 

第12条 前条第３項の規定により入学を許可された者は、入学と同時に身元保証人２人と連署した

誓約書（様式第２号）を校長に提出しなければならない。 

２ 身元保証人は、独立の生計を営む成年者でなければならない。 

３ 学生は、身元保証人の事故又は異動があつたときは、速やかにその旨を校長に届け出なければ

ならない。 

一部改正〔平成23年規則29号〕 

（欠席の届出） 

第13条 学生は、疾病その他やむを得ない事情により欠席しようとするときは、その理由を付して、

あらかじめ校長に届け出なければならない。 

２ 学生は、疾病により引き続き７日以上欠席しようとするときは、医師の診断書を添えて、あら

かじめ校長に届け出なければならない。 

（休学、退学及び復学） 

第14条 学生は、休学又は退学しようとするときは、身元保証人２人と連署した休学・退学願（様

式第３号）を校長に提出し、その許可を受けなければならない。 

２ 休学の許可を受けた学生は、その許可を受けた期間内に休学の理由が消滅したことにより復学

しようとするときは、身元保証人２人と連署した復学願（様式第４号）を校長に提出し、その許

可を受けなければならない。 

（単位の修得、進級及び卒業） 

第15条 学生の単位の修得、進級及び卒業の認定は、第８条に規定する学業成績の評定に基づき、



校長が行う。 

一部改正〔平成18年規則４号〕 

（授業料及び入学選考料） 

第16条 授業料及び入学選考料は、愛媛県立農業大学校における授業料及び入学選考料徴収条例（昭

和60年愛媛県条例第７号）の定めるところによる。 

追加〔平成17年規則22号〕 

（退学等の場合の授業料） 

第17条 学期の途中において、退学し、若しくは退学にされ、又は停学にされた場合であつても、

当該学期分の授業料は、納付しなければならない。 

追加〔平成17年規則22号〕 

（授業料の分納の許可及び納付の猶予） 

第18条 知事は、特別の事情があると認める場合は、授業料の分納を許可し、又はその納付を猶予

することがある。 

２ 前項の規定による授業料の分納の許可及び納付の猶予の基準及び手続については、知事が定め

る。 

追加〔平成17年規則22号〕 

（授業料等の減免） 

第19条 休学期間中の授業料は、免除する。ただし、学期の途中において休学し、又は復学する場

合は、当該学期分の授業料については、この限りでない。 

２ 知事は、学業成績が優秀で、かつ、災害その他やむを得ない事情により学費の支弁が困難と認

められる者に対しては、授業料を減免することがある。この場合において、授業料の減免は、学

期ごとに行う。 

３ 知事は、災害その他やむを得ない事情により学費の支弁が困難と認められる者に対しては、入

学選考料を免除することがある。 

４ 前２項の規定による授業料及び入学選考料の減免の基準及び手続については、知事が定める。 

追加〔平成17年規則22号〕 

（表彰） 

第20条 校長は、学業及び品行が優れ、他の学生の模範となる学生を表彰することができる。 

一部改正〔平成17年規則22号〕 

（懲戒） 



第21条 校長は、教育上必要があると認めたときは、学生を懲戒することができる。 

２ 懲戒の種類は、戒告、停学及び退学とする。 

３ 前項に規定する退学は、学生が次の各号のいずれかに該当したときに行うことができる。 

(１) 性行不良で改善の見込みがないと認められるとき。 

(２) 学力劣等で成業の見込みがないと認められるとき。 

(３) 正当な理由がなく、出席状況が悪いとき。 

(４) 大学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反すると認められるとき。 

一部改正〔平成17年規則22号〕 

（卒業証書） 

第22条 校長は、卒業を認定した学生には、卒業証書（様式第５号）を授与する。 

一部改正〔平成17年規則22号〕 

（寄宿舎） 

第23条 大学校に寄宿舎を設ける。 

２ 学生は、校長の許可を得て、寄宿舎に入舎することができる。 

一部改正〔平成17年規則22号・18年４号〕 

第３章 アグリビジネス科 

追加〔平成17年規則22号〕 

（アグリビジネス科） 

第24条 アグリビジネス科は、農業の実践力及び経営感覚を備えた高度な農業経営者の養成を行う

ものとする。 

追加〔平成17年規則22号〕、一部改正〔令和３年規則46号〕 

（コース、修業年限、学生定員及び在学期間） 

第25条 アグリビジネス科のコース、修業年限及び学生定員は、次の表のとおりとする。 

コース 修業年限 学生定員 

農業経営者養成コース １年 ５人 

２ 学生は、２年を超えて在学することができない。 

追加〔平成17年規則22号〕、一部改正〔平成18年規則４号・21年39号・令和３年46号〕 

（教科及び単位数） 

第26条 アグリビジネス科の教科及び単位数は、校長が定める。 



２ 各教科の単位の計算方法は、１単位の教科を32時間の学修を必要とする内容をもつて構成する

ことを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業の方法による教育効果、授業時間外に必要な学修

等を考慮して、次の基準によるものとする。 

(１) 講義及び演習については、16時間の授業をもつて１単位とする。 

(２) 実習については、32時間の授業をもつて１単位とする。 

追加〔平成17年規則22号〕、一部改正〔平成18年規則４号・21年39号・22年２号・31年18号〕 

（入学資格） 

第27条 アグリビジネス科に入学できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(１) 学校教育法による大学を卒業した者（同法による専門職大学の前期課程を修了した者を含

む。） 

(２) 学校教育法による高等専門学校を卒業した者 

(３) 学校教育法による専修学校の専門課程（修業年限が２年以上のものに限る。）を修了した

者 

(４) 学校教育法による高等学校又は中等教育学校を卒業した者であつて２年以上の就業経験を

有するもの 

(５) 都道府県立農業者研修教育施設養成部門（農林水産大臣と協議して設置されたものに限る。）

を卒業した者 

(６) 前各号に掲げる者のほか、知事がこれらの者と同等以上の能力を有すると認めた者 

追加〔平成17年規則22号〕、一部改正〔平成31年規則18号・令和３年46号〕 

（準用） 

第28条 第５条、第６条、第８条、第10条、第11条（第１項ただし書を除く。）及び第12条から第

22条までの規定は、アグリビジネス科について準用する。この場合において、第10条第１号中「調

査書又は卒業証明書」とあるのは、「卒業証明書若しくは卒業見込証明書又は修了証明書若しく

は修了見込証明書」と読み替えるものとする。 

追加〔平成17年規則22号〕、一部改正〔令和３年規則46号〕 

第４章 研修課程 

全部改正〔平成17年規則22号〕 

（研修課程） 

第29条 研修課程は、農業者が農業に関し生涯にわたつて行う学習活動を促進し及び援助するため、

並びに農業機械利用技能者を養成するため、各種の研修（以下「研修」という。）を行うものと



する。 

一部改正〔平成５年規則23号・17年22号〕 

（研修の種類） 

第30条 研修の種類は、次のとおりとする。 

(１) 一般研修 

(２) 特別研修 

(３) 農業指導者研修 

一部改正〔昭和60年規則３号・平成17年21号・22号〕 

（研修の内容等） 

第31条 研修の内容、定員、期間その他研修の実施に関し必要な事項は、校長が定める。 

一部改正〔平成17年規則22号〕 

（受講手続） 

第32条 研修を受講しようとする者は、その募集の都度校長が定める期日までに受講願書（様式第

６号）を校長に提出しなければならない。 

２ 校長は、受講願書の提出を受けたときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、受講の許

可をすることができる。 

一部改正〔平成17年規則22号〕 

（受講の許可の取消し） 

第33条 校長は、前条第２項の規定により受講の許可を受けた者（以下「研修生」という。）が次

の各号のいずれかに該当するときは、その許可を取り消すことができる。 

(１) 正当な理由がなく、出席状況が悪いとき。 

(２) 大学校の秩序を乱し、その他研修生としての本分に反すると認められるとき。 

一部改正〔平成17年規則22号〕 

（修了証書） 

第34条 校長は、一般研修を修了した研修生には、修了証書（様式第７号）を授与する。 

一部改正〔平成17年規則22号〕 

第５章 雑則 

一部改正〔昭和60年規則３号〕 

（委任） 

第35条 この規則に定めるもののほか、大学校の管理及び運営に関し必要な事項は、校長が知事の



承認を得て定める。 

一部改正〔昭和60年規則３号・平成17年22号〕 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（愛媛県立農業大学校規則の廃止） 

２ 愛媛県立農業大学校規則（昭和46年愛媛県規則第14号。以下「旧規則」という。）は、廃止す

る。 

（経過措置） 

３ 旧規則第10条第１項の規定に基づき実施した昭和57年度の入学試験に合格した者は、第11条第

１項に規定する入学試験に合格した者とみなす。 

４ この規則の規定にかかわらず、昭和58年３月31日に旧規則の愛媛県立農業大学校の農業者課程

又は農業指導者課程の第１学年に在学している者については、なお従前の例による。 

附 則（昭和60年２月22日規則第３号） 

１ この規則は、昭和60年４月１日から施行する。ただし、専攻科の受験手続及び入学試験等に係

る部分は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の際現に養成部門において次の表の左欄に掲げる学科及び専攻に所属している者

は、それぞれ当該右欄に掲げる課程及びコースに所属している者とみなす。 

左欄 右欄 

農産園芸科 
野菜複合専攻 

農産園芸課程 
野菜複合コース 

花き複合専攻 花き複合コース 

果樹園芸科 
かんきつ専攻 

果樹園芸課程 
かんきつコース 

果樹複合専攻 果樹複合コース 

畜産科 
大中家畜専攻 

畜産課程 
大中家畜コース 

養鶏専攻 養鶏コース 

蚕業科 養蚕専攻 蚕業課程 養蚕コース 

附 則（平成元年３月31日規則第17号） 

この規則は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成４年７月７日規則第42号） 



この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成５年４月１日規則第23号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成７年４月１日規則第23号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成６年度において改正前の愛媛県立農業大学校規則別表第１及び別表第２に規定する第１学

年の科目を履修して同学年を修了した者は、改正後の愛媛県立農業大学校規則（以下「新規則」

という。）別表第１に規定する同学年の科目を履修して同学年を修了した者とみなす。 

３ 新規則第29条の規定の適用については、都道府県立農民研修教育施設（農林水産大臣と協議し

て昭和56年度以降新たに設置されたものに限る。）において農業に関する正規の課程を修めて卒

業した者は、都道府県立農業者研修教育施設養成部門（農林水産大臣と協議して設置されたもの

に限る。）において農業に関する正規の課程を修めて卒業した者とみなす。 

附 則（平成９年６月10日規則第33号） 

この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年３月31日規則第16号） 

１ この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

２ この規則施行の際現に提出されている改正前のそれぞれの規則の様式の規定による申請書その

他の書類は、改正後のそれぞれの規則の様式の規定による申請書その他の書類とみなす。 

附 則（平成13年３月31日規則第26号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成13年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則施行の際現に提出されている改正前のそれぞれの規則の様式の規定による申請書その

他の書類は、改正後のそれぞれの規則の様式の規定による申請書その他の書類とみなす。 

３ この規則施行の際現にある改正前のそれぞれの規則の様式の規定による書類の用紙は、当分の

間、これを訂正して使用することができる。 

附 則（平成14年３月29日規則第15号） 

この規則は、平成14年４月１日から施行する。 



附 則（平成17年３月25日規則第21号） 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年３月25日規則第22号） 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。ただし、第10条の改正規定、第15条の次に４条

を加える改正規定（第16条及び第19条を加える部分（入学選考料に係る部分に限る。）に限る。）

及び第２章の次に１章を加える改正規定（第28条を加える部分（入学選考料に係る部分に限る。）

に限る。）は、平成17年11月１日から施行する。 

２ 改正前の愛媛県立農業大学校規則第１章、第２章及び第４章の規定による養成部門及び専攻科

は、改正後の愛媛県立農業大学校規則第１章から第３章までの規定にかかわらず、平成17年３月

31日に当該部門又は科に在学する者が当該部門又は科に在学しなくなる日までの間、なお従前の

例により存続するものとする。 

附 則（平成18年３月14日規則第４号） 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。ただし、様式第５号の改正規定は、公布の日か

ら施行する。 

２ 愛媛県立農業大学校規則の一部を改正する規則（平成17年愛媛県規則第22号）による改正前の

愛媛県立農業大学校規則第１章、第２章及び第４章の規定による養成部門及び専攻科は、改正後

の愛媛県立農業大学校規則第１章から第３章までの規定にかかわらず、平成18年３月31日に当該

部門又は科に在学する者が当該部門又は科に在学しなくなる日までの間、なお従前の例により存

続するものとする。 

附 則（平成18年８月29日規則第53号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式の規定により提出され、又は交付してい

る書類は、改正後のそれぞれの規則の様式の規定により提出され、又は交付した書類とみなす。 

３ この規則施行の際現にある改正前のそれぞれの規則の様式の規定による書類の用紙は、平成18

年度に限り使用することができる。 

附 則（平成19年12月21日規則第51号） 

この規則は、平成19年12月26日から施行する。 

附 則（平成21年５月22日規則第39号） 



１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。ただし、第11条第１項の改正規定は、公布の日

から施行する。 

２ 改正前の愛媛県立農業大学校規則第２章及び第３章の規定による総合農学科及びアグリビジネ

ス科は、改正後の愛媛県立農業大学校規則第２章及び第３章の規定にかかわらず、平成22年３月

31日にそれぞれ当該科に在学する者が当該科に在学しなくなる日までの間、なお従前の例により

存続するものとする。 

附 則（平成22年３月２日規則第２号） 

この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年５月20日規則第29号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成30年９月28日規則第47号） 

この規則は、平成30年10月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月29日規則第18号） 

この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年６月28日規則第７号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月24日規則第９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月30日規則第46号） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第10条、第28条及び様式第１号の改正

規定は、公布の日から施行する。 

２ 改正前の愛媛県立農業大学校規則第３章の規定によるアグリビジネス科は、改正後の愛媛県立

農業大学校規則第３章の規定にかかわらず、令和４年３月31日に当該科に在学する者が当該科に

在学しなくなる日までの間、なお従前の例により存続するものとする。 



様式第１号（第10条関係） 入学願書 

 

全部改正〔昭和60年規則３号〕、一部改正〔平成元年規則17号・11年16号・13年26号・17年

22号・18年53号・21年39号・令和２年９号・３年46号〕 



様式第２号（第12条関係） 誓約書 

 

一部改正〔昭和60年規則３号・平成13年26号・17年22号・18年53号・23年29号・令和２年９

号〕 



様式第３号（第14条関係） 休学・退学願 

 

一部改正〔昭和60年規則３号・平成11年16号・13年26号・17年22号・18年53号・令和２年９

号〕 



様式第４号（第14条関係） 復学願 

 

一部改正〔昭和60年規則３号・平成11年16号・13年26号・17年22号・18年53号・令和２年９

号〕 



様式第５号（第22条関係） 卒業証書 

 

一部改正〔昭和60年規則３号・平成17年22号・18年４号・令和３年46号〕 



様式第６号（第32条関係） 受講願書 

 

一部改正〔平成11年規則16号・13年26号・17年22号・18年53号・令和元年７号〕 



様式第７号（第34条関係） 修了証書 

 

一部改正〔平成17年規則22号〕 


